
１．はじめに
　総務省消防庁の統計によれば、危険物施設の数自体は減少傾向にあるものの、危険物施設における事故件数は依然と

して高い水準で推移しており、特に令和２年以降は大幅な増加傾向が見受けられる。事故の原因は多岐にわたり、火災や

流出事故のいずれにおいても、物的要因や人的要因が大きく関与している。当局管内においても、施設数の減少に反して

危険物事故は横ばい、あるいは増加傾向を示しており（図１参照）、事故率の上昇という危機的状況を打開し、社会全体の

安全を確保するためには、これまで以上に実効性の高い事故防止対策の強化が求められている。

　そこで、本論文では、当局が実施している事故事例を活用した二つの取組を取り上げ、取組開始の背景、現在の枠組み

に至るまでの経緯、ならびに得られた効果を整理する。さらに、今後どのように発展させていくかについて考察し、最後に、

危険物事故対策のさらなる発展に向けた提言として取りまとめる。

図１　危険物施設における火災事故・流出事故の発生件数及び危険物施設数の推移（堺市）
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２．取組開始の背景
⑴　事故事例の蓄積とその活用

 当局では、管内で発生したすべての危険物事故について「事故管理共有ファイル」を作成し、蓄積している。このファイ

ルには過去の事故情報が体系的に整理されており、各事故の概要や再発防止策などが網羅的に記録されている。その

ため、新たな事故が発生した際には、同一施設や類似事故の発生状況、過去に実施した指導内容などを容易に検索・参照

できる。これにより、人事異動等による担当者の交代があった場合でも、事業所に対して一貫した指導や再発防止策の

展開が可能となっている。

⑵　他事業所への水平展開

　「事故管理共有ファイル」は、当局内での情報共有および人材育成に活用され、事故に対する効果的な再発防止策の

指導に役立てられてきた。一方で、危険物事故件数のさらなる低減を図るためには、他事業所における類似事故の未然

防止にも資する必要があると考えられ、このファイルの活用範囲を拡大する方策が検討された。

　現在、広く水平展開する必要がある事故については、｢事故事例共有研修会」と「事故情報等共有シート」という二つ

の取組により周知を図っている。

３．事故事例共有研修会
⑴　事故事例共有研修会の概要

　当該研修は、平成24年に集合型研修として開始された。管内のコンビナート地域事業所で発生した事故事例や再発

防止策を発表し、事業所間で情報を共有することで、各事業所における事例の水平展開を促進し、官民が一体となって

同種事故の防止対策および自主保安体制の推進を図ることを目的としている。

　事業所間だけでは、機密情報の取り扱いなどの理由から情報共有が困難な場合がある。しかし、消防が事故内容を精

査した上で講師を務め、事故対策に関する重要な情報を抽出して共有することで、効率的かつ効果的な情報共有が可能

となっている。

　当初は管内コンビナート地域の事業所を対象としていたが、その後、石油商業組合や危険物運輸防災協議会など、危

険物取扱関係団体へと対象範囲を拡大してきた。

⑵　動画視聴型への変更

　令和元年度までは集合型研修として実施していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度からは動

画視聴型研修へと移行した。

⑶　研修内容

　令和元年までの集合型研修では、管内事業所の関係者による事故事例の共有を１件、その他の研修を１件実施する形式で

あった。しかし、動画視聴型研修へ移行したことで時間的な制約が解消され、危険物の火災や漏洩事故、高圧ガス保安法・液化

石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律・火薬類取締法に関する事故、さらには当局が重点的に伝えたい事故

対応など、多角的な視点から幅広い事故事例を共有することが可能となった。

　研修の内容にあっては、下記のとおりである。（令和6年度危険物等事故事例共有研修会）

　① 令和５年中の危険物事故の傾向

　② 無許可貯蔵施設で発生した危険物火災

　③ 操作確認不十分に伴う硫黄漏洩

　④ 液化石油ガスの事故防止について

　⑤ 異常現象の通報遅れについて

　⑥ 静電気により発生した火災

　⑦ アセチレン消費設備の火災

　⑧ 負圧による屋外タンクの変形事故

　⑨ 漏洩したガソリンに電気火花が引火した火災

　⑩ 指定可燃物タンクの配線離脱状態で入荷したことによる漏洩事故
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【上記③の動画一部抜粋】
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⑷　研修対象者

　本研修対象者は下記のとおりである。

　① 管内コンビナート地域事業所（平成２４年度～）

　② 当局職員（平成２４年度～）

　③ 堺市高石市危険物運輸防災協議会（平成２５年度～）

　④ 石油商業組合堺支部・阪南支部・河南支部（平成２５年度～）

　⑤ 大阪府下南ブロック各消防本部（平成２５年度～）

　⑥ 各防災協会加盟事業所（平成２８年度～）

　⑦ 市民（令和２年度～）

　⑧ ［予定］大阪府下全消防本部（令和7年度～）

　令和元年度までの集合型研修では、会場の人数制限があったものの、動画研修に移行したことで関係者全員に研修の機会

を提供することができるようになった。当局職員にあっても各課署２名に限定していたが、危険物事故等に関する組織内研修

として、全職員が受講できる体制を整えることができた。

　さらに、今年度からは、大阪府下南ブロック各消防本部だけでなく、大阪府下全消防本部にも情報提供を行い、動画視聴の

対象者を拡大し、危険物事故防止に向けた啓発を推進していく予定である。

全体集会

４．事故情報等共有シート
⑴　事故情報等共有シートの概要

　当該シートは、平成２９年度から類似事故の発生防止を目的として作成しているものであり、管内コンビナート事業所

で発生した石油コンビナート等災害防止法上の異常現象を対象に、事故の概要、発生原因、再発防止対策等を一枚の

シートに取りまとめた資料である。

⑵　資料内容

　令和７年度は計２３件（令和６年度発生分）のシートを送付したもの。

① 製造所にて反応釜の清掃中にバルブを開いたまま洗浄用DMFを循環させ漏洩

② ポリマー製造装置での液封によりバルブ及びフランジからヘキサンが漏洩

③ 硫黄海上出荷配管の開孔による硫黄の漏洩

④ 硫黄陸上出荷配管フランジ部から蒸気配管を取り外した際に硫黄が固化しておらず漏洩

⑤ 海上出荷用ポンプドレンライン破損によるC重油漏洩

⑥ 硫黄陸上出荷ポンプ吐出配管ベントノズル部より硫黄が漏洩

⑦ トラックが構内道路左折時にコンクリートフェンスに衝突し燃料タンクから軽油が漏洩

⑧ アルキレーション装置 硫酸分離槽下流圧力調節弁のバイパス弁からLPG漏洩

⑨ 重油脱硫装置リサイクルガスノックアウトドラム液面計取り出しラインから溶接不良による水素漏洩

⑩ 屋外タンク貯蔵所サーキュレーション配管付け根部分からA重油漏洩

⑪ 移動タンク貯蔵所において車両下部からIPA漏洩

⑫ 安全弁取り付け時におけるフランジからのアルキルアルミ漏洩により出火した事案

⑬ 中和塔の塔頂部配管フランジ部からモノシラン、ジシランが漏洩し出火した事案

⑭ 酸性物質貯蔵タンクの圧抜き作業時に不完全に取り付けられたバルブから漏洩

⑮ 配管保温材部分開孔による苛性ソーダの漏洩

⑯ 桟橋の移送取扱所に接岸した船舶が出荷中経年劣化により給油ホースが破断し重油が漏洩

⑰ 加熱炉点火用ＬＰＧボンベからの火災事故

⑱ プロパンベーパー配管からのＬＰＧ漏洩事故

⑲ 加熱炉フィード配管での腐食穿孔による酸性ガス漏洩

⑳ 酸化反応塔緊急脱圧弁作動によるクメン混合液の漏洩

㉑ 屋外タンク貯蔵所側板から重油が漏洩
㉒ 当て板の取外し作業中に溶断火花がスカートゴムに着火
㉓ 低温変成反応器の安全弁元弁から水素混合ガスが漏洩

⑶　資料送付対象

　本シートの送付対象は管内コンビナート地域の全事業所である。

　当局管内で発生する危険物事故の大半はコンビナート地域事業所で占められており、各事業所においても類似した施

設を多く保有している。このため、事故情報等共有シートを送付することにより、類似事故の発生防止に役立てている。
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【事故情報等共有シート例１】
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【事故情報等共有シート例2】
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５．各取組の効果
⑴　事業所における効果

　事故事例共有研修会および事故事例等共有シートは、事業所において内容を精査したうえで関係部署へ送付され、事

故防止に関する勉強会や全従業員への回覧などを通じて事故啓発に活用されている。他事業所で発生した事故の原因

や再発防止策を把握・共有することで、同様の事故の未然防止につながるだけでなく、他事業所の対策を参考にすること

で、万が一事故が発生した場合にも迅速かつ的確に対応することが可能となっている。

⑵　当局における効果

①　危険物規制職員が、事故事例共有研修会や事故事例等共有シートを通じて情報を蓄積・分析することで、より効果的

　　で的確な指導が可能となり、事故防止に向けた組織全体の対応力が向上する。

②　危険物規制職員以外の職員に対しても、事故対応や危険物規制に関する知識を職場内で研修する機会が増え、現場

　　での対応力や安全意識の向上につながる。

⑶　市民における効果

　市民に対しても、危険物規制の取組や危険物に関する啓発活動を広く周知することで、安全意識の醸成を図るとともに、

地域全体の事故防止に寄与することができる。

６．各取組の発展性
⑴　事故事例共有研修会

　これまでも社会情勢等を踏まえ、実施内容、実施方法および対象者について、適宜、見直し・拡大を行ってきた。今後も

必要に応じて、より効果的な実施内容等を検討していく必要がある。また、今年度から大阪府下消防本部に情報共有を

行うに当たり、当該資料を各消防本部においてどのように活用されているかについても、積極的に情報収集する。来年

度以降は、収集した活用事例も併せて提供することで、危険物事故対策のさらなる発展に寄与するものと考えられる。

⑵　事故事例等共有シート

　単に資料を送付するだけでは効果を十分に把握できないため、関係事業所から継続的に意見や評価を収集し、毎年度

内容をブラッシュアップしていく体制を整える。来年度以降は、例年の通知文の発出に加え、各団体の会議への積極的な

参加を通じて、年間を通じて取組の周知を図り、現場の声を反映した、より実効性の高い事故防止対策の構築を目指す。

７．危険物事故対策のさらなる発展に向けた提言
　当局の取組は、蓄積された事故事例や対策に関する知見を活用し、危険物事故対策の推進と、行政の指導力向上を軸と

した人材育成という双方の目的を達成しようとするものである。今後も、これらの知見を体系的に整理・活用し、時代の変

化に対応した効果的な対策として継続していかなければならない。

　近年、労働人口の減少が進むと予測されるなか、効果的な事故防止策を講じるためには、官民が一体となった取組を一

層推進することが不可欠である。そこで、当局が提言するのは、前６で述べたような「事故事例の共有」から「活用事例の共

有」への転換である。この転換により、各現場で培われた実践的な知識や工夫を組織横断的に展開し、その成果を蓄積・共

有するというサイクルを構築することができる。一方向の情報提供にとどまらず、双方向の共有を促進することで、より革

新的な事故防止策の創出につながることが期待される。

　この官民一体となった双方向の取組を強化し、複雑化・多様化する危険物事故に柔軟かつ的確に対応できる体制を構築

することは、社会全体の安全確保にも資するものである。当局としては、これらの取組を着実に推進し、持続可能な仕組み

として定着させることにより、危険物事故ゼロを目標とし、今後も社会全体の安全水準の向上に貢献していく所存である。
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【サイクルのイメージ図】
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